
寄附行為変更に係るするタスク及びスケジュール

▼ 第２回説明会移行

■　理事・監事・評議委員の構成についての検討

・　 県からの説明内容を関係者で共有する。（法改正の趣旨及び概要等）

・　 現行の理事・監事・評議員の構成等が、改正後の私立学校法における資格構成の

要件に合致しているかどうかを確認する・

⇒　別添「私学法改正に伴う理事等における対応チェックシート」を作成

（※）以下、チェックシートという。

注）改正後の私立学校法における資格構成の要件を満たさない者については、

基本的に令和７年度の定時評議員会の終結の時までの間に退任していただく必要が

あることを踏まえ退任のタイミングを決める。

注）改正私立学校法施行のタイミング（令和７年４月）で在任している理事・監事・評議員の

任期を延長・短縮して令和７年度の定時評議員会の終結の時までとするかどうかを検討し、

延長・短縮することとなった場合には、寄附行為変更の際の附則に必要な規定を盛り込む。

■　寄附行為改正に向けた準備

・　 県から示された寄附寄附行為変更（案）の作成例を参考に、改正案を作成する。

【主な検討のポイント】

□ 理事選任機関の構成

□ 理事について（定数、選任方法・解任方法、任期など）

□ 監事について（定数、任期など）

□ 評議員について（定数、選任方法・解任方法、任期など）

▼ 令和６年９月末

■　寄附行為改正（案）及びチェックシートの作成・提出

・　 県への提出方法については、別途連絡

１か月程度を想定

（※）内容により前後

■　理事会・評議員会の開催

・　 県の事前チェックを受けた寄附行為改正（案）を諮問・決議

▼ 令和６年12月末

１か月程度を想定

★　ここまでのスケジュールにおける注意点 （※）内容により前後

・ R6.12月までの寄附行為変更認可申請書の提出は、最終期限

・ R6年度途中で理事・評議員等の任期が切れる場合は、任期をR7年度１回目の評議員会

まで延長するため、任期が切れる一か月前までには、県へ認可申請書を提出する必要あり

⇒　R6.12まで待てないということ。

寄附行為変更のため

理事会・評議員会を開催招集

寄附行為変更認可申請

（新旧対照表の添付不要）

確認・審査

【事前チェック】

認可・通知

確認・審査

【事前チェック】

回答

時期

回答
（※）全法人に関係するもの

は、全法人に共有

回答
（※）全法人に関係するもの

は、全法人に共有

【関係者】
理事/監事/評議員

【法人本部】 【県】

疑義等があれば、

都度相談

疑義等があれば、

都度相談

資料２



寄附行為変更に係るするタスク及びスケジュール

時期 【関係者】
理事/監事/評議員

【法人本部】 【県】
資料２

▼ 令和７年４月１日（改正私学法施行）

■　定時評議委員会の開催

① 新理事の選任の提案

② 新理事の専任

③ 新監事・新評議員の選任も行う。

※提出方法の詳細は別途通知

（電子化等も検討）

※例示評議委員会後、速やかに提出すすこと。

※ 当期が必要な場合もあり

役員変更届の提出

（改選【前】理事会）

定時評議員会の議題設定

（理事選任機関/評議委員会）

①新理事候補の選定準備

理事選任機関が評議員会の場合

（改選【前】理事会）

評議員会の招集通知

定時評議委員会終了後、改選【後】の理事会等が発足


